
自治体の国際協力の有効性を明らかにする

事例研究

京都とジョグジャは、 1985年以来20年以上の国際交流を通じ

て築いてきた信頼を基に、各々の地域の特色と資源を活かした
国際協力を行ってきた。すなわち、古い文化財と衰えつつある伝
統産業を、地域発展を妨げる要因として捉えるのではなく、逆に
地域の特色、強みとしてとらえ、文化財の保護・管理における技
術協力、京都の繊維技術とジョグジャのバティックの技術という
相互の強みを活かした国際協力を行っている。

ベトナムでは、高い経済成長が続く一方で、急速な都市化や

都市への過度な人口集中に伴い、河川・湖沼の汚染が著しく進
んでいる。一方、千葉県は、長年にわたって汚染度全国ワースト
1位であった手賀沼を、行政と住民が協力し、水質を取り戻した経

験を有している。こういったことから、千葉県はベトナムに対し、
下水処理及び水環境教育に関する国際協力を実施している。そ
の中でも、「印旛野菜いかだの会」による植物を利用した水質浄
化は、地元の行政や住民から高い評価を得ている。

鳥取県は少子高齢化による農業の衰退や地域活力低下に悩
まされてきたが、活発な地域振興策に取り組み、大きな成果をあ
げた。このような鳥取県の成果は、類似した地域問題を抱えてい
た韓国江原道に示唆を与える所が多く、1994年以降、鳥取県は
江原道に対して農業分野における国際協力を行うことになる。ま
た、両自治体は、国際協力を通じて得られた技術とノウハウを今
度はモンゴルで活かすことに意見が一致し、1998年以降、モンゴ
ル国トゥブに対して国際協力を行っている。
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可能性

理論的構築 1

・地域の貧困状況やニーズに適合しているのか

・地域の資源や能力を活かしているのか

・長期的視野を取り入れた包括的な支援なのか

国際交流を基盤とした自治体の国際協力

本研究では現行の国際協力の現状を踏まえた上で、途上国地域の多様なニーズへの包括的な対
応が可能であると考えられる新たな主体として地方自治体に注目する。研究目的は途上国における
多様かつ自立的な地域発展に対する自治体間の国際協力の有効性を明らかにすることである。
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